平成２５年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会

高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会
＜日時＞　平成２５年６月２０日（木）午後６時30分から

＜場所＞　大阪府立障がい者自立センター１階　大会議室

（障がい者医療・リハビリテーションセンター内）
＜議題＞

（１）高次脳機能障がい支援体制整備検討ワーキンググループの設置等について
（２）平成24年度事業報告について
（３）平成25年度事業計画について　
○事務局　ただ今から、平成２５年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会を開催いたします。

　まず、開催に先立ちまして、大阪府福祉部　伊藤医療監からご挨拶を申し上げます。

○伊藤医療監　医療監の伊藤でございます。開催に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。

　委員の皆さま方には大変お忙しい中、あるいは、夜間の開催にもかかわりませず、ご出席をいただきまして、まことにありがとうございます。

　大阪府におきましては、いち早く、高次脳機能障がいの方々に対する支援事業に取り組み、早１３年でございます。

　ここまでこられましたのも、委員の皆さま、あるいはオブザーバーの皆さま方のご尽力のおかげと考えております。

　大阪府高次脳機能障がい者の支援拠点でございます、障がい者医療リハビリテーションセンターでは、専門的な相談・訓練、あるいは福祉サービス事業所に対する研修、府民・福祉サービス関係機関への啓発に取り組みますとともに、関係機関によるネットワークづくりなどを進めておりますが、地域で高次脳機能障がい者を支えるに当たりましては、課題は山積していると考えております。

　今年度は、従来の普及啓発に加えまして、地域での支援をより一層進めるために地域支援ネットワーク事業、市町村や相談支援事業者などの、支援をつなげる、つなぎ役を対象とした支援ハンドブック、さらには、自動車運転の再開に向けた評価の仕組みの検討などに着手をいたしまして、地域で高次脳機能障がいを支え、ご本人のご家族の不安が、少しでも解消できるよう取り組んでいきたいと考えております。

　府といたしましては、委員、オブザーバーの皆さま方のご意見を伺いながら、高次脳機能障がい者とそのご家族、関係機関に対する支援の取り組みに努めてまいりたいと考えておりますので、一層のご理解とご協力、ご支援を賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではございますがご挨拶とさせていただきます。

　本日はどうぞよろしく申し上げます。

○事務局　続きまして、当部会の委員の皆さまについて、「構成メンバー表｣をご覧ください。新たにご就任いただいた委員の方のみをご紹介させていただければと思います。

　本日はご欠席になられましたが、上から４番目の四條畷市の辰巳委員、本日ご出席いただいております、上から１１番目の豊能町の横山委員に新たにご就任いただいております。

　オブザーバーのほうで、本日ご欠席になられておりますが、教育振興室長の和田室長、事務局のほうで、当課の中川課長が新たなメンバーということで、どうぞよろしくお願いいたします。

　続きまして、お手元の資料の確認をしたいと思います。

　次第の次に配付資料一覧がございますので、ご確認ください。
　なお、こちらの部会は、会議の趣旨を踏まえ、会議の公開に関する指針に基づいて、公開で実施しております。よろしくお願いします。

　
それでは、早速、議題に移りたいと思いますので、こちらの進行は、納谷部会長にお願いしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

議題１　高次脳機能障がい支援体制整備検討ワーキンググループの設置等について

○納谷部会長　納谷でございます。今日は足元の悪い中お運びいただきありがとうございます。

　それでは、早速、お手元の次第に従いまして議事を進めてまいりたいと思います。

　まず、最初に、議題（1） 高次脳機能障がい支援体制整備検討ワーキンググループの設置等について、事務局からご説明をお願いいたします。

○事務局　まず、資料1-1は前回の部会でご了承いただきました、部会の運営要綱になります。第４条に規定する、高次脳機能障がい支援体制整備検討ワーキングの立ち上げについては、前回ご了承いただいております。

　ワーキンググループには、具体的な検討課題が２つございます。こちらについても、一定のご了承をいただいているところなので、今回は、そのワーキンググループの委員と、その検討課題の内容の方向性について、ご意見をお願い申しあげます。

　資料1-2をお願いします。
　改めまして、今年度のワーキンググループでは、前回の部会から２つ宿題をいただいております。

　検討課題の１つ目は、高次脳機能障がい支援ハンドブックの作成。

　もう１つの検討課題は、自動車運転評価モデル事業。

　この２つのテーマを、１つのワーキンググループで検討を進めたいと考えております。

　次に、こういった検討課題の具体化に向けまして、お知恵をいただくメンバーをワーキンググループ委員（案）として提案させていただきました。
　こちらの委員の皆さまですが、医療機関、相談支援、就労など、各方面の第一線で、高次脳機能障がいのご支援に取り組んでこられた方々、家族会の方などを中心にいたしまして、障がい者医療・リハビリテーションセンターのコーディネータが中心となり、選定をさせていただいたものです。

　この部会から野間田委員と渡邉委員、事務局の方においでになりますが、堺市からも増田所長にご参画いただく予定です。

　こちらは、部会の運営要綱上、部会長にご指名いただくことになっており、本日に議論いただきたい１点目は、ワーキンググループのメンバーとワーキング長のご指名をお願い申し上げたいと思っております。

　本日のご意見、ご承認いただきたい２点目は、各検討項目の方向性でございます。

　まず、高次脳機能障がい支援ハンドブックについて（案）です。

　目的、対象については、高次脳機能障がい者の地域での適切な支援に向けた理解促進を図るという趣旨で、市町村、支援機関などで相談を受けて、次の支援につないでいただけるような方を対象に、先に、作成した「地域支援ネットワーク資源マップ」と一緒にセットで使っていただけることを想定しております。

　構成につきましては、概論に加え、ワーキンググループの委員それぞれの支援実例、特に、支援がうまくいったという成功事例をいただきながら、内容を充実させて、研修会や地域での支援ネットワークの中で活用いただけるものにしたい、と考えております。

　続きまして、自動車運転評価モデル事業ですが、目的にございますように、既に自動車運転免許を取得されている高次脳機能障がいの方の、運転再開時に資する評価の仕組みづくりを目的に、25年度の取組は、阪和鳳自動車学校でのモデル試行として、府のリハビリテーションセンターと堺市の生活リハビリテーションセンターと、当事者の方のご協力によりまして、課題の検証作業を行っていきたいと考えております。

　なお、下の「その他」というところで、非常に細かな字で恐縮ですが、先日、道路交通法が改正され、自動車の運転に支障を及ぼす恐れのある病気にかかっていらっしゃる方は、従来から、免許更新時の申告の必要性がございまして、こちらを適切に申告してもらうような動きがあります。今後、高次脳機能障がいの方がすべて、これに該当するということではまったくないのですが、こういった動きにも留意しながら、自動車運転の再開に当たって、適切な申告であったり、大阪府警運転適性相談窓口にもご相談いただくようにご案内するということで、これに至る前のフォローということで、自動車運転の再開に当たってのアドバイスのあり方、自動車運転を希望されるご本人であったりご家族の不安解消に資する仕組みの検討を進めてまいりたいと考えております。

　次に、部会とワーキンググループのスケジュール、開催時期です。

　今年度、部会を本日ともう１度開催を予定させていただいており、ワーキンググループは３回程度の開催を予定しております。

　自動車運転は、ワーキンググループの間にも、事務局のほうで、急性期・総合医療センター、リハビリテーションセンター、堺市生活リハビリテーションセンターが協力し、試行によって実践を重ねて、検討を進めたいと考えております。ワーキングの成果は、次の部会にて、ご報告を申し上げたいと考えております。

　資料1-3は、ワーキンググループの運営要綱の案です。ワーキンググループ長で決定することにしたい案ですので、よろしくお願いいたします。

　以上、議題１に関しての説明を終わらせていただきます。

○納谷部会長　ありがとうございます。

　前に設置していた連携調整委員会でもいろいろと検討したのですが、もう少し、具体的に施策を進めるということで障がい者自立支援協議会の部会として設置しました。

　大阪府でも、いよいよという感じです。

　ワーキンググループ委員は、いつも高次脳機能障がいでは、お世話になっている方々だと思います。まず、ワーキンググループの委員は、先ほどのメンバー表で、ご意見はございませんか。

　なしということでよろしいですか。これについては承認ということでお願いします。

　ワーキンググループ長についても、私が指名をすることになっているようですが、皆さんも、一番お世話になっている渡邉先生、大変お忙しいのに、大変恐縮ですが、ご了解いただけるように聞いております。

○渡邉委員　はい、やらせていただきます。

○納谷部会長　ありがとうございます。ご異議はございませんか。
では、渡邉委員、全会了解ですので、よろしくお願いいたします。

　２つのことを、１つのワーキンググループでやろうということです。本来は２つつくって、それぞれということになるのでしょうが、１つでやろうということです。

　つきましては、支援ハンドブックは、高次脳機能障がいの実際のリハビリテーションの福祉的な観点からになると思います。
　そして、自動車運転評価については、堺市の増田所長さんに渡邉先生を支えると言うか、お助けいただきたいと思います。

　そんな構想で進むということでよろしいでしょうか。

　それでは、次に、ワーキンググループで、具体的に作業をしてもらう、支援ハンドブック、相談のときに見て参考になるようなものを、ということかと思います。　
　それと、自動車運転の再開評価について、ご意見やアドバイスを受けたいと思います。

　まず、支援ハンドブックにつきまして、何かご意見はございますか。

　特に、市町村窓口で役に立つようなものをということで考えております。

　何か、こうしたらいいというような、こういう点に気をつけよということはございませんか。何でも結構です。

　たくさん本がありまして、だいたい同じような内容が多いのですが、大阪府の役に立つようなものにできたらなと思います。

○委員　いろんな挿絵とか漫画とか得意な方に絵を頼むとかできないんですか。
○事務局　わかりやすく見やすいという趣旨で、検討をさせていただきたいと思います。
○納谷部会長　市町村の窓口用ということですね。府民向けではないのですね。

　しかし、わかりやすい図柄があったほうがいいでしょうし。それらをコピーすれば、利用者に差し上げるということも。

　よくある形ですが、どんどん新しくなっていくので、よくバインダーになっていて、差し替えるという工夫も、医療機関も、結構、電話番号が変わったり、担当者が変わったりしますので、そういった資料編は差し替えてもいい。高次脳機能障がいとは、というのはあまり変わらないですが、そういう形の工夫もあっていいかも知れません。

　市町村の窓口に、府民、町民が来られた際に、ＰＲするようなものが何かございますか。
○委員　年々、制度が変更されまして、１冊、例えば何かをつくっても、それがずっともたないというところで、ホームページなどでは、その辺のお知らせはしているのですが、もっと見やすいようにと、ご意見が出ています。ですので、先ほど部会長のおっしゃいました、バインダー方式だとか、そのほうが見やすいかという風には思っています。

○納谷部会長　それが何か、差し替えてくださいと送られたらいいですが。法令集みたいにというのは難しいかなあと思いますが、工夫していただければと思います。

　よろしいですか。

　あとでまた、いっぱいディスカッションに時間をとっていただいているようなので、あとで、思いついたら意見をください。
　そうしましたら、自動車運転評価について、前回も大阪府障がい者医療・リハビリテーションセンター長の田中先生からも、協力してやろうというお話をいただいたと思うのですが、試行事業ですが、それについてご意見、あるいは、気をつけた方がいいということがあれば、アドバイスをお願いします。

○委員　自動車に乗りたい人の中に、家庭内にいる人、仕事に使う人、仕事の運転ができたら雇用する、という企業と、ちょっとそういう危険な人は絶対させないというような、だいたいそういうような３つのパターンに分かれるようなのですが。

　その辺を、例えば、そういう企業を、逆に、今、話題になっていますので、そのようなことに、企業が巻き込まれたら具合が悪いと思っている企業に対して、こういうことを進めるのは、企業に黙って進めていいのかなと。

　もちろん、患者の方からは、企業にも言ってもらいますが、その辺の勧め方のコツ、と言いますか、どういうような方針で進めていったらいいかなと、ちょっと、迷っているのですが。

○納谷部会長　実際には、ワーキングでいろいろとご意見をいただくのでしょうが何かご議論はございましたら。

　確かに、いっぱい問題があって、例えば大阪府でも、運転免許がなかったら生活ができないような地域がある。

　頭を打ったとか、脳卒中になって入院したら、直ちに企業が運転をするなと、そういうこともある。本当に危ない人は、やはり止めてくださるとありがたいのかなと、迷うことがあります。非常に難しい事柄だと思います。大変難しい問題で、１００点満点で答えが出るという問題でもないと思う。あまり勉強はしていませんが、現実に、アメリカもイギリスも悩んでいるようで、各県も、いろんな試みをやっておられて、いろんな情報があれば、ワーキンググループでその辺りを議論いただければと思います。

　大阪府民がずいぶん兵庫県のリハビリテーションセンターへ行って、それなりの評価をもらったり、奥さんに「あんたやめとき」と止めている人もいるし、ないよりは、そういう客観的なデータは、あると便利かなと思います。

　それと公安委員会との関係や企業との関係を、いったい、どのように整理をしたらいいのか。確かに難しい問題なのかもしれません。ただ、これは避けて通れない問題です。

　ついでに言わせていただくと、イギリスなどは、重度の外傷を受けたら、全部、公安委員会に届けるとなっているようです。本来、自動車運転というのは、頭と手と足、全部を使うわけです。大きな怪我をしたら、当然、危なくなります。
　それだけではなくて、睡眠の問題や糖尿病の問題、いろんな問題が、自動車運転にはかかわってきますので、必ずしも、頭だけの問題ではない。
　高次脳機能障がいというのは、悪くなる人は、体全部が悪くなるんですね。手も悪くなる、足も悪くなる。まったく、それがない人もあるんです。高次脳機能障がいはほとんどなんともないけども、右半身麻痺だという人もおられますし、失語症で話せない方もいる。いろんな課題が山積しているので、少しずつ解決していくことが大事かなと思っています。

　ワーキングメンバーには、よい人が集っていただきましたので、そこでまた、議論を深めていただけるかと思います。

　ということで、次に移ります。

　平成２４年度の高次機能障がいについての事業報告ですね。事務局からご説明をいただきます。

（２）平成２４年度事業報告について

○事務局　それでは資料２－１と２－２の説明をさせていただきます。

　資料２－１をご覧ください。１番、相談実件数では、リハビリテーションセンターの各センターで前年度とほぼ同数の相談をやっております。

　相談のべ件数です。件数は、やり取りの総数で、当事者・家族のやり取りが直接相談、関係機関とのやり取りが間接相談になっております。

　２３年度と比べますと、直接が４６件、間接が２０２件、リハビリテーションセンター全体で増加しております。特に、急性期・総合医療センターの関係機関との電話のやり取りが増加、当事者･家族との面談が増加、自立センターでは関係機関からの電話のやり取りが増加しております。

　次に、資料２－２をご覧ください。

　リハビリテーションセンターの、平成１９年４月から平成２５年３月までの６年間の実件数の累積となっております。特徴的な点のみをお伝えします。

　年齢別で、50歳代が、昨年度の割合より0.7％減少しております。

　これは、障がい者相談支援センターと急性期・総合医療センターの５０歳代の減少が影響していると思われます。反対に、自立センターは５０歳代が増加しております。相談支援センターとしては、５０歳代以上の相談が多かったです。

　当事者の在所別と相談者別ですが、これは在宅が0.8％、本人が0.4％増加し、両方とも相談支援センターで増加しているからと思いますが、自立センターでは、当事者で入院中という方が増加しております。回復期リハ等の病院への自立センターの周知が進んで、入院中から自立センターへ入所等の相談が増えていると推察されます。

　経過年では、６カ月から12カ月未満が0.8％減少しております。これは、自立センター、相談センターが減少しているからと思います。相談センターでは３年から５年未満と10年以上経過している方からの相談が増えております。

　相談内容です。診断が１％、リハ訓練が0.7％の増加となっております。

　急性期・総合医療センターの相談内容では在宅サービスが増えています。先ほど、当事者･家族の面接、関係機関との電話のやり取りが増加していると申し上げましたが、リハ科の初診の患者に対し、病院において面接を行うことが定着したからだと思います。　病院のリハビリテーション科に新たにスタッフが配置され、リハビリテーション科と相談支援センターとの連携が、より密に、スムーズになったかと思います。

○事務局　それでは引き続き、施設部門の障がい者自立センターについて、はじめに、当センター全体の現況を報告させていただきます。

　平成24年９月末以降、月末在籍者が８１名、入所率９０％の水準をキープしおります。本日、８０名の方に在籍、入所のご利用をいただいております。６月末には８１名になる予定です。

　改めて、入所、利用に当たりまして、ご協力をいただけましたことに、この場を借りて厚くお礼を申し上げます。今後、ますますの入所率および支援の質の向上に努めてまいる所存でございます。

　それでは、障がい者自立センターにおける、高次脳機能障がいの状況の概略を説明させていただきます。資料３をご覧いただけますでしょうか。

　障がい者自立センターにおける、平成１９年４月の開設から平成25年３月末日までの６年間で、生活訓練及び機能訓練全利用者の内８割の方が高次脳機能障がいの方になります。ただし、注意書きにもあるように、機能訓練で診断書はございませんが、診療情報等で高次脳機能障がいに関する記載のある方も含まれております。そのため、以下の資料については、高次脳機能障がいのみを対象としている、生活訓練利用者の208名についての報告となっております。

　次に、障がいの原因ですが、脳血管障がいが49％の割合で一番多くなっております。

　次に頭部損傷が34％で、この２つの原因で83％の割合を占めております。

　年齢構成は、平均で43.4歳。年齢分布は50歳代、40歳代が多く、次に20歳代となっております。この20歳代のほとんどの方が、通所利用者となっております。
　利用前の居所は、67％が在宅からで、居住地では37.5％の方が大阪市です。

　在籍期間は、9.3カ月となっており、この４年間は９カ月台を推移しております。

　さらに利用後、退所の状況では、96％の152名の方が在宅復帰されており、日中の活動場としては、復職を含む就労が19％、就労準備が１４％、作業所が３９％と、この３つで、割合が７２％となっております。

　最後に、当センターの５年間の全利用者に対し、退所者利用アンケートを実施し、先日、平成24年度に退所をされた全員に、アンケートを発送したところです。
　なお、平成25年４月以降に退所された方におかれましても、退所後２カ月を経過した後に、アンケートを随時発送し、回答をしていただく予定でございます。

　アンケート回答結果につきましては、ホームページに掲載を予定しております。

　アンケート結果を分析し、より質の高い支援を展開に努力する所存でございます。

○事務局　続きまして、急性期・総合医療センターです。

　リハビリテーション科の高次脳機能障がいの外来の状況について、資料4-1をご覧ください。平成24年４月からの１年間で、外来を初めて受診された高次脳機能障がいの方は108名、その内、リハビリテーションセンターから紹介された方が２９名、この中で高次脳機能障がいと診断した例が８９例で、疑い１例、高次脳機能障がいと診断しなかったものが10例です。性別では男性が77％と、かなり大きい比率を占めております。発症年齢では、46歳～55歳の方が多く、次に、26歳～35歳まで、それから16歳２－１２５歳までという状況になっております。

　発症原因としましては、頭部外傷が一番多くて５６名、次に脳血管障がいが３０名で、この数が大勢を占めております。年齢別では、４６歳から５５歳の方で脳血管障がいが一番多いのですが、その他の年齢では、頭部外傷がほとんどを占めております。

　頭部外傷の原因としては、交通事故が８２％、次に転倒・転落の方が１６％です。交通事故の原因としては、自転車に乗車中、歩行中などです。

　次に資料４－２で、ＯＴ（作業療法士）外来リハについて報告をさせていただきます。

　この資料は、平成２０年から平成２５年３月末の累計となっています。

　対象者は、おおむね発症から６カ月以内の方、高次脳機能障がいの方で認知機能の改善、代償手段の獲得、障がいの認識を高めることを目的として、週に２回、１回６０分を３カ月間行っております。

　平成25年３月末までで、男性８３名、女性２８名が受けておられ、平均年齢が39.1歳です。平成２４年４月から平成２５年３月までの１年間で、２７名の方が受けられ、男性が２０名、女性が７名となっております。

　疾患としては、外傷性脳損傷が６２名で５６％を占めております。次は脳血管障がいが３０名で２７％となっています。

　年齢では、５０歳代が一番多く、０歳～１０歳代、２０歳代が順に続いております。

　訓練終了後の社会復帰状況で、その他は、自宅に帰っている方です。就労の方が３１名で一番多く、自宅に帰られている方が２５名となっています。

　次に資料４－３は、高次脳機能障がいの方の入院状況ですが、４５名の方が入院されそのうち、外傷性脳損傷の方が３６名、８０％を占めております。
性別では、男性が３８名と、８４％を占めています。

　年齢的には、４０歳代の方が９名、３０歳代、６０歳代が８名となっております。

　入院の病棟としては、回復期リハビリテーション病棟が２９名で６４％、障がい者病棟が１６名で３６％となっております。

　退院先につきましては、自宅の方が31名で69％となっております。

○納谷部会長　続きまして、堺市でも高次脳機能障がいのリハビリテーションと相談支援が平成２４年から始まっています。そこの報告をいただいて、後で質疑をしたいと思います。

○堺市立健康福祉プラザ 生活リハビリテーションセンター

　堺市では、平成24年度に高次脳機能障がいの支援拠点として、生活リハビリテーションセンターの運営が開始されました。
　資料５－１をご覧ください。平成24年度高次脳機能障がい関連相談件数の状況です。

　相談処理件数は１,２２９件で、本人及び家族からの相談である直接相談が579件、医療･福祉、行政機関などの関係機関からの相談である間接相談650件となっています。

　相談方法は、電話相談が多くなっております。性別は、男性が多く、大阪府の報告と同様の傾向となっております。また、年齢につきましては、４０歳代が最も多く、６０歳以上が、大阪府に比べやや少ないといった傾向が見られました。

　疾病では、半数が脳血管障がいで、頭部外傷の約２倍の件数となっています。
　相談内容は、訓練利用に関するものが半数以上と、自立訓練事業所としての特長が表れていると思っております。

　続きまして、資料５－２をご覧ください。

　自立訓練事業所としての自立訓練、生活訓練における支援状況でございます。

　自立訓練事業は、平成２４年５月より運営を開始しております。昨年度の利用者は、生活訓練21名、機能訓練23名の合計44名となっております。利用者の内、高次脳機能障がいの確定診断および検査所見等による、その疑いがあるとされた利用者が36名でした。生活訓練は、全員が高次脳機能障がいであり、機能訓練においても６割以上の利用者に高次脳機能障がいがあるという結果になっております。

　高次脳機能障がいのある利用者の原因疾病は、脳血管障がいが全体の半数を占めており、頭部外傷が約３割、次いで脳腫瘍となっております。

　年齢では、生活訓練で平均40.3歳、機能訓練では平均43.5歳という状況です。

　続きまして、発症から施設利用までの期間は、生活訓練では発症から５年以上経過した方が最も多く、続いて６カ月未満の方が多いという状況となっております。

　この６カ月未満での利用は、高次脳機能障がいの診断書による利用が、その多くを占めております。機能訓練は、発症から１年未満の方が最も多く、身体障がい者手帳の交付と時を同じくして、障がい福祉サービスの利用を開始した状況がうかがえます。一方、発症から５年以上経過した方も、全体で１0名おられ、支援課題と認識しております。

　利用者の利用前の居所は、通所施設のため、在宅が多いですが、中には、退院と同時に通所利用につながった方もおられます。
　最後に、退所後の日中活動では、作業所利用が多いという状況となっております

　なお、退所者は、平成２４年５年からの開始から１年の間の契約利用という方が大方で、平成２５年４月までとしております。資料では、復職が０となっておりますが、元の職場へ復職した方が２名おられます。この２名は、引き続きの支援のため契約の延長等を行ったため、今回の対象者からは除外しております。
以上、平成24年度の支援報告をさせていただきました。

○納谷部会長　ご協力いただきありがとうございます。何かご質問等はございますか。

○オブザーバー　資料4-1の13ページの表１の３月で受診なさった８名の診断結果はどれぐらい後に診断がわかるのでしょうか。
○委員　これは、すぐにわかる例もありますし、検査してもわからない場合もありますが、だいたい１カ月ぐらいをみています。

○納谷部会長　他にございますか。

　ちょっと聞き逃したのですが、急性期・総合医療センターでは発症後年数を経た方はおられないのですか。

○事務局　モデル事業のころも、発症から10年以上経った方もいらっしゃったのですが、国のモデル事業で、発症１年未満の方に効果があるといわれていましたので、そのことを検討させていただき、概ね６カ月以内の方としておりますが、先生の受診で、発症から３年とか５年の方で、改善が見込めるのではないかという患者さんもおられます。

○納谷部会長　ありがとうございます。１対１の訓練ですか。

○事務局　１対１です。

○納谷部会長　ついでにお聞きしますが、例えば、イギリスの有名な高次脳機能障がいのリハビリをやっているところでは、１年半ぐらいから始めるのがよい、あまり早くするのは、それは病院がやることだというような感じでした。
○事務局　モデル事業のときの国の報告書では、発症から１年以内の方に効果があるといわれていたと思います。はじめは６カ月としておりますが、実際に来られている患者さんは約８カ月です。外部から来られる方は１年未満が多いのと、内部、リハビリテーション科や急性期の病棟では、早ければ、受傷から１カ月以内で始まるケースもありますので、内部は本当に早くて、外部は半年から１年の方が多いというのが現状です。

○納谷部会長　ありがとうございます。他にご質問、ご意見なども一緒に言っていただけたらと思いますが、何かございませんか。

　大阪府の３機関と堺市の、いろいろと、高次脳機能障がいの拠点としていただいているので、非常にありがたい状況です。

　よろしいですか。何かご意見はございますか。後でもお伺いしたいと思います。

　次に進めさせていただきます。

（3）平成２5年度事業計画について　

○納谷部会長　議題（３）平成25年度事業計画　高次脳機能障がい及びその関連障がいに対する支援普及事業について、「及び関連する障がい」というのは、今年度から名称変更されましたが、このあたりの説明もお願いします。
○事務局　高次脳機能障がい支援普及事業について、この2月の全国会議において厚生労働省から「４月から、名前が変わります。ても、内容は今までやっていただいたものと一緒ですよ」という話がございました。高次脳機能障がいを前面に出すがゆえに、失語症など関連する障がいをお持ちの方の相談支援に乗ってくれるのかという声を聞いたが、実施はそういう関連障がいのこともやっているので、実態に名前を合わせましょうということで、「及びその関連障がいに対する」とつけた、という報告がありました。

　それでは、資料６をご覧ください。年間スケジュール案です。

　星印は新規事業です。ＷＧと書いてあるのはワーキンググループの略で、先ほどの議題でご議論いただいたところです。リハビリテーションセンターは、事務局として、堺市の生活リハビリテーションセンターにも協力をいただいた上で、ワーキングの内容を検討して進めていきたいと思っております。

　大阪府の支援事業のまとめですが、障がい者医療・リハビリテーションセンターに移ったころから、大阪府として、まとめをしてこなかったという積み残しがあり、相談センターの機能、ネットワークの協力機関等を中心に、まとめて報告をしたいと思います。

　研修会は３つの対象に４つの研修会をやっております。養成研修のうち、相談支援者研修は、今回新たにできた相談支援専門員の専門コース別研修（高次脳機能障がい）と一部同時開催しました。

 　次に、資料7で、6月に開催した支援関係機関職員等研修会は、募集開始後２週間で定員を超え、100名ほどお断りをしました。こういうことは初めてです。23年度に医療機関・事業所の実態調査をさせていただいたときに、協力機関が大幅に増え、今回、初めて案内を送らせていただきました。特に事業所が増加しており、中でも、居宅介護などの事業所が増えており、今回は盛況だったのかなと考えております。

　それでは、資料８をご覧ください。医療機関等向け研修は、８月３１日の開催決まっておりまして、委員の皆さまには、別封筒で置いておりますので、後でご覧ください。

　市町村向け養成研修は、１０月１１月の開催を目指して、調整しているところです。

　続きまして、資料９－１をご覧ください。

　これは、地域支援のネットワーク体制整備事業で、前の部会でも報告させていたかと思います。８圏域の中核的な医療機関や法人にネットワーク会議の開催などの自立的運営の構築を図るということで、現在は５圏域で進めているところです。

　今年初めてされる４圏域は、委託された機関に現況をお聞きしながら、ネットワーク推進の方向を一緒に考えて、開催支援をとっていくことを考えております。

　資料９－２をご覧ください。対象法人等がいない圏域、残り３圏域ですが、もし、委託先が決まらないようであれば、障がい者自立相談支援センターが主体となって、ネットワーク会議を開催していきます。

　２番の全体会議は、ネットワーク体制整備事業の報告とか、昨年度の社会復帰支援事業のその後の状況など、情報を共有できるようにしたいと思っております。
○納谷部会長　ありがとうございます。引き続いて、堺市さん、お願いします。

○堺市立健康福祉プラザ生活リハビリテーションセンター
　資料10をご覧ください。平成２５年度、堺市立健康福祉プラザ生活リハビリテーションセンターでは、高次脳機能障がい支援普及研修会計４回を計画しております。

　第１回目は５月12日に実施し、第２回目は、8月28日開催を予定しております。

　第３回の研修会は、11月９日に、柴本礼さんを講師に迎えて開催する予定です。

　さらに、第４回研修会は、介護保険事業者向けに開催する予定となっております。

　そのほか、少人数での勉強会を、先の研修会との合同開催を含め、計４回開催する予定でおります。既に開催いたしました６月１９日の勉強会では、ＳＳＴ（社会生活技能訓練）をテーマにした内容で実施しております。
今後の勉強会では、健康福祉プラザの屋上庭園での園芸療法や高次脳機能障がいに関する相談内容をまとめ、社会福祉制度などをテーマに開催する予定で、今、準備を進めております。

　また、ネットワーク推進会議として、医療機関、福祉機関、行政機関、当事者団体など、高次脳機能障がいに関わる市内関係機関とのネットワーク構築を目的とした会議を年間６回開催予定です。
さらに、今年度後半から、休日の相談支援事業を開催する予定でございます。

　そのほか、関係機関職員を対象とした生活リハビリテーションセンターでの実習を通しての研修講座の開催を計画しております。

○納谷部会長　ありがとうございます。何かございますか。

○委員　堺市さんに、ちょっと質問なのですが、研修会を開いておられますが、うちも、北河内のネットワークの事業を進めていかないといけないということで、悩んでいるのですが、堺市さんは自立支援協議会がしっかり運営されていて、その自立支援協議会の機能を使うのではなく、新たに、高次脳機能障がいのネットワークを設けられるのでしょうか。構成メンバーはかなりダブっておられるのか、全然別なのかわからないですが、自立支援協議会と推進会議、ネットワークとの関係はどのようになっていますか。

○堺市立健康福祉プラザ　生活リハビリテーションセンター

　ご質問をいただきました自立支援協議会に関しまして、堺市では、市内７区の基幹相談支援センターと、健康福祉プラザに総合相談情報センターがあり、各区の自立支援協議会を取りまとめているという状況です。各区の自立支援協議会に、私どもの生活リハビリテーションセンターのコーディーネータを中心に各専門職が、自立支援協議会の委員に入っております。相談ネットワークとしては、実際に行われていると思っております。推進会議に関しましては、自立支援協議会とメンバーが、少し重なっている部分もありますが、それぞれ高次脳機能障がいの、いわゆる資源をどのように構築していくか、少し特化したような会議との認識でございます。

○委員　ありがとうございます。北河内などや府もそうだと思うのですが、各市で自立支援協議会はすごく一生懸命にやっておられるのですが、北河内圏域としてのまとまり、情報共有ができていないので、以前は北河内で市と相談支援の相談員さんが集まって、今、こんな地域課題があるといったような話は１年に１度ぐらいあったのですが、これが今弱くなってきているので、その辺りをちゃんとしたほうが、継続的な活動になっていくのかなと思っています。ただ、高次脳機能障がいのことだけで、みんな集ってくださいと言うのも、すごく悩んでいるところです。各市町村の自立支援協議会で地域課題がたくさん出ていますが、高次脳機能障がいは、なかなか課題に入りにくいということがあるのかなと思うのですが。ともかく、北河内のネットワークをどうしようかなと悩んでいるところですので、ぜひ、参考にさせていただけたらと思っています。

○納谷部会長　堺市は堺市だけですので、悩みは、各市を超えるものをどうしたらいいかということですね。確かに難しい問題です。実際にやっていただく方の声がけということですね。

次に、資料１１は厚生労働省科学研究事業ですね。渡邉先生、お願いします。

○委員　今年の予定として近畿府県の連携強化のための連絡協議会や、コーディネータの皆さんが本音で話せるような機会ということで、年に２回コーディネータ会議を、調査研究については、特に就労支援をテーマにしています。障がい者就業・生活支援センターを対象に問題点を浮かび上がらせ、フォローは10年２0年ぐらい必要だと思っているので、どの就業・生活支援センターも開設してから年数が浅く、どこまでできるかわからないですが、辞めていく人などを拾い上げていったりできれば、と。それは、来年以降かなと考えております。以上です。

○納谷部会長　ありがとうございます。

○委員　今年度は、ワーキンググループをつくって、高次脳機能障がいの支援ハンドブックを作成するということで、普及啓発の観点から、素晴らしいことかと思います。ただ、もう1つの自動車運転モデル事業について、お墨付きを与えるというような、許可をするというようなことではなく、あくまでも評価をするというところを明確に持って置かないと、後で、責任をどう取っていくのかというような話もあるので、少し、その辺りを、常に頭の隅においていたほうがいいのかなというふうに思いました。以上です。

○納谷部会長　最終は公安委員会ですのでね。
○委員　来年度に、障がい福祉支援計画の見直しを行う中で、高次脳機能障がいの方の福祉ニーズと言いますか、生活のどんなしづらさがある、どんなサービスを望んでいらっしゃるのか、ということも、アンケート調査をしていこうかと考えております。高次脳機能障がいだけではなく、障がいのある方を対象とする調査において分析をする中で、何か見えてくればいいのかなと思っております。

○納谷部会長　ありがとうございます。

○委員　今年、８月３１日に研修会を医師会も一緒に実施します。医療機関の人たちがもう少し、という気持ちは持っております。高次脳機能障がいの部分で、病院とか施設といっても、ある程度、キャパシティに限界があるということを考えると、今の流れからすると、在宅で、地域で生活をするということになる。そこで、高次脳機能障がいだけの方だけではなく、やはり、生活習慣病を患いながら生活をされるということになるので、どれだけの数の先生が、そういう、糖尿病、血圧、高脂血症の治療をしながら、高次脳機能障がいの特性といいますか、医療的な問題とか、社会的な問題を持っておられるかというところも、理解をしていただけるような研修等をやっていかないといけないなと。今のところ、どちらかと言うと、高齢者対策で、認知症対応のほうが、大分とやっているということがありますが、この部分に関しても、障がいということでやっていければなと思います。これからも、ご指導をよろしくお願いいたします。

○納谷部会長　若年性認知症は、非常に言われておりまして、脳を診ると、若年性認知証の半分は高次脳機能障がいですね。私はそう思います。と言うのは、65歳以下での発祥の半分は脳血管障がいです。その方で高次脳機能障がいの症状があるという人は、ほとんど、私は高次脳機能障がいという診断名を付けます。認知症を専門にやっているような先生に、65歳以上でこういう症状があったら、どっちの診断をつけているんですかと言うと、それは、本人の得なほうにしますと、認知症でも高次脳機能障がいでもどちらでもよろしいということなので、認知症対策の中にも、ぜひ、高次脳機能障がいも、ちょっとだけ入れていってもらえたらありがたいなと思います。

　私は精神科医で、高次脳機能障がいだけを診ようと思っていたのですが、高次脳機能障がいの人のほとんどが脳血管障がいで、そういう人のほとんどが高血圧で糖尿病なんですね。私は、自分が高血圧なので、高血圧は少しはわかるのですが、糖尿病になると、トンとわからないので、私は三流の医療をしたくないので一流のところに行ってほしいのですが、なかなか行ってくれないですね。１カ所で診てやとか、行ったかと聞くと、忘れたと。うちの看護師が大きな病院に連れていったりしているのですが、そんなことで、先生もおっしゃるように、高血圧でなおかつ脳卒中があって記憶が悪いというような人、あるいは、泣いているとか怒っているとかという人はいっぱいおられると思いますので、ぜひとも、いわゆるかかりつけ医の先生方のご協力が必要ですので、よろしくお願いします。
○委員　神経内科医としまして、部会長が言われましたように、高次脳機能障がいの半分以上は脳血管障がいが、非常に多いと思います。神経内科医としては、難病、失語、認知症とか診ます。そういう意味で、あまり区切らずに、まんべんなく疾患を取り上げることは大事じゃないかと思います。

○納谷部会長　ありがとうございます。

○委員　ハンドブックの検討をされていることですが、構成のところに、各種福祉制度が書き込まれているようですが、制度のところは、解説の羅列ではなく、こういうニーズはこういう所のような、ニーズに対してどのような所を利用したらいいかというような、そのところが見えるようなハンドブックになるといいなと思います。

　１点、質問をいたします。本日の議題の２つ目の事業報告のところで、就労準備があるのですが、就労準備というのは、どのような意味でしょうか。

○事務局　生活訓練と就労移行支援の並行利用、あるいは、職業能力開発校等の通学とか、そういった支援のフォローを含めて、就労準備といっています。

○オブザーバー　地域支援ネットワーク、全部の圏域ではないですが、拠点が新たに設けられ、そこを中核に、これから関係機関との支援ネットワークでの事業展開になるかと思います。ただ、先ほどあったように、高次脳機能障がいをどのように自立支援協議会の中で取り上げてもらうかについて、これから、ちょっと働きかけないといけないのかなと思っているところです。

○納谷部会長　ありがとうございます。

○オブザーバー　知的な障がいで、児童虐待、身体的な虐待、かなり重度のものを含めてあるのですが、その中でも、高次脳機能障がいというような視点では見ていないので、その中にこぼれているのかなと、ここに入らせていただいていつも思っています。
　それと関連して、この資料で、よければ教えていただきたいのですが、１４ページの図３で発症年齢のところは比率か何かですか。

○委員　これは％ですね。実際の年齢が書いてあるのは１３ページの図２です。

○納谷部会長　１５歳以下が７人ぐらいいた、これは年間ですか。

○委員　これは１年だけの統計です。

○納谷部会長　ちょっと少ない。要は、大阪で、子どもの高次脳機能障がいを専門で診られるところがないんです。

○オブザーバー　特に、何か、原因のようなものは。
○委員　ほとんどが交通事故で外傷などです。虐待というのはないですね。

　子どもさんの場合は、はっきり原因がわかっている場合しか、診断はしないです。

○納谷部会長　まだご発言のない方、何か感想があれば。

○事務局　自立センターは設立から７年が経ち、500名ぐらいの利用者の内400名ほどが高次脳機能障がいで、本当にいろいろな症状を持った方がおられて、ハンドブックの事例には、ぜひ、私どもの利用者の方の、成功事例を載せていきたいと思いますし、また、地域移行をしていくときには、必ず、地元の市町村、相談支援事業所、福祉事務所との連携を取ってやっておりますので、そういうようなことも、ぜひ、府としても提供していけたらなと思っております。

○納谷部会長　ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

○事務局　ハンドブックも自動車運転評価も、ワーキングで、ぜひ、議論いただきたいと思います。市町村の地域自立支援協議会の事務局に集っていただいて意見交換などをやっているのですが、そういった場所で、意見交換ができればと思います。

○事務局　昔、福祉部にいたもので、その当時は高次脳機能障がいは、まだここまで進んでいなかった時代だったと思います。徐々にですが、社会に認知されつつあるのかなという感想を持ちました。具体的に、この部会でワーキンググループをつくっていただいたので、私たちも努力していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○オブザーバー　障がい者年金の診断書が６月１日から様式が変わりました。高次脳機能障がいでも書きやすくなりました。

○納谷部会長　頭に傷がつきますと、身体障がい、知的障がいから介護保険から関係してまいりますので、幅広い知識で支援してもらえたら、と思います。

　本日も長い間ありがとうございました。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　皆さま、大変お忙しい中、ご熱心なご議論と貴重なご意見をありがとうございました。ご意見につきましては、整理させていただきまして、各事業や今後のワーキンググループの作業に生かしていきたいと思いますので、よろしくお願いします。

　それでは、「平成２５年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会」を閉会します。ありがとうございました。
15

